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JSG ニュースレター 

<Tax> 

コロナによる影響を受けた営利事業について、 

一定の条件に該当する場合、 

2022 年度の中間納税申告が免除 

 

 

クライアント各位 

拝啓 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 

財政部は 2022 年 8 月 10 日付で解釈通達を公表し、営利事業が重度の特殊感

染性肺炎（COVID-19）の影響を受け、「重度の特殊感染性肺炎予防と負担軽減

の促進に関する特別条例（中国語：嚴重特殊傳染性肺炎防治及紓困振興特別

條例）」の施行期間において、以下の状況に該当する場合、2022 年度の営利事業

所得税の中間納税申告を免除する、としました。ポイントは以下のとおりです。 

 

◼ 適用対象（以下のいずれかの状況に該当する場合） 

✓ 中央目的事業主管機関が、当該特別条例第9条第三項による法的委任

を受け、制定した弁法に基づき各支援措置を提供している場合。 

✓ 上記以外に、感染拡大により、短期間に営業収入が大幅に減少した場

合。例えば、2020年1月以降の任意の連続する2か月の平均営業収入ま

たは任意の1か月の営業収入が2019年12月以前の6か月間または2018

年以降の任意の1年間における同期間の平均営業収入と比較して、15％

以上減少している、またはその他の営業収入の急減等。 
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◼ 申請期間 

✓ 2022 年度の営利事業所得税の中間納税申告期間内（12 月決算の場

合は 2022 年 9 月 1 日から 9 月 30 日まで、特殊会計年度の採用会社は

該当する申告期間、例えば 3 月決算の場合、2022 年 12 月 1 日から 12

月 31 日まで）に申請書および関連証明書類を所轄の税務当局に提出

し、中間納税申告の免除を申請する。 

◼ 申請免除対象（以下のいずれかに該当する場合） 

✓ 財政部による 2020 年 7 月 31 日付解釈通達または 2021 年 8 月 6 日

付解釈通達に基づき、すでに 2020 年度または 2021 年度の営利事業所

得税の中間納税申告手続きが免除となっている場合。 

✓ 2022 年度の中間納税申告期間の開始までに、感染拡大の影響等で、規

定に基づき、営利事業所得税、営業税、貨物税、酒・たばこ税、特殊貨

物および労務税の各税額について、すでに所轄の税務当局から納税猶予

または分割納付の承認を得ている場合、または営業税の還付について承認

を得ている場合。 

勤業衆信の見解 

 上述の 2022 年度中間納税申告の免除申請規定に該当する営利事業におい

て、自社で申請する必要がある場合、感染拡大による影響を受けた事業の税負

担を軽減するために、中間納税申告期間内に税務当局へ申請を行うよう注意

が必要です。 

 上述の規定に該当せず、2022 年度中間納税申告を行う必要がある営利事業

において、上半期の実際の所得額に基づいて中間申告することにより納税額を抑

えることができる場合、実際所得に基づく中間納税のためには青色申告資格また

は会計士による税務監査が必要であるため、税務監査手続きを早急に計画する

必要があります。 
 

 
 

 

 

 

過去のニュースレターはこちら 

台湾 JSGのホームページはこちら 
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見やサービスを提供することはできません。いかなる決定または企業の財務もしくは企業自身に影響を与える可能性を有する行動

を取る前に、適切な専門家にご相談ください。 
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日商組新聞稿 

<Tax> 

營利事業因嚴重特殊傳染性肺炎疫情影響， 

符合一定條件者， 

免辦理 111 年度營利事業所得稅暫繳 

 

 

 

財政部今(10)日核釋，營利事業因嚴重特殊傳染性肺炎(COVID-19)疫情影

響，於嚴重特殊傳染性肺炎防治及紓困振興特別條例施行期間內，可免辦理

111年度營利事業所得稅暫繳申報，彙總重點如下： 

◼ 適用對象（符合下列情形之一） 

✓ 經中央目的事業主管機關依紓困條例第9條第3項授權訂定之辦

法，提供紓困、補貼、補償、振興相關措施者。 

✓ 其他因受疫情影響，致短期間內營業收入驟減者。例如：自109年

1月起任連續2個月之月平均營業額或任1個月之營業額較108年12

月以前6個月或107年以後之任1年同期平均營業額減少達15%，

或其他營業收入驟減情形。 

◼ 申請期間 

✓ 辦理 111 年度營利事業所得稅暫繳申報期間（曆年制為 111 年 9

月 1 日至 9 月 30 日，特殊會計年度比照推算，如 4 月制即為 111
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年 12 月 1 日至 12 月 31 日）內，檢具申請書及相關證明文件，向

所在地國稅局申請免辦理。 

◼ 免申請對象（符合下列情形之一） 

✓ 已依財政部 109 年 7 月 31 日令或 110 年 8 月 6 日令規定免辦理

109 年度或 110 年度營所稅暫繳者。 

✓ 於辦理 111 年度暫繳申報期間開始前，如因疫情影響已依規定經

國稅局核准延期或分期繳納營所稅、營業稅、貨物稅、菸酒稅、

特種貨物及勞務稅稅額，或核准退還營業稅溢付稅額者。 

勤業眾信觀點 

 營利事業符合上述免辧理 111 年度暫繳申報規定者，如須自行提出申

請者，應注意須於暫繳申報期間向國稅局提出申請，以減輕受疫情影

響之營利事業繳稅資金壓力。 

 營利事業不符規定仍須辧理 111 年度暫繳申報者，如以試算上半年度

所得額暫繳能有效降低納稅金額，則需採用藍色申報書或經會計師查

核簽證，應盡早開始規劃試算暫繳查核作業。 
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